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報告第７号

秋田県教育委員会



報告第７号

議会の議決を経るべき教育関係議案に対する意見についての専決処分報告

議会の議決を経るべき教育関係議案に対する意見について、秋田県教育委員会の事

務委任及び臨時代理等に関する規則（昭和３１年秋田県教育委員会規則第１０号）第

４条第１項の規定により専決処分を行ったので、同条第２項の規定に基づき教育委員

会に報告し、その承認を求めるものとする。

令和２年８月６日

秋田県教育委員会教育長 安 田 浩 幸

理 由

議会の議決を経るべき教育関係議案に対する意見について、教育委員会を開くいと

まがなく専決処分を行ったので、これについて教育委員会に報告し、その承認を求め

るものである。



報告第７号参考資料



専 決 処 分 書

秋田県教育委員会の事務委任及び臨時代理等に関する規則（昭和３１年秋田県教育

委員会規則第１０号）第４条第１項の規定に基づき、議会の議決を経るべき教育関係

議案に対する意見について専決処分する。

令和２年７月１７日

秋田県教育委員会教育長 安 田 浩 幸

議会の議決を経るべき教育関係議案に対する意見について

令和２年７月１７日付け財－９３により次の議案について意見を求められたが、原

案のとおり同意する。

１ 令和２年度秋田県一般会計補正予算（第８号）（教育委員会に関する事項）





１　教育委員会関係補正予算の規模

１，１００億　３，６２３万　２千円

１９億　７，８３５万　６千円

１，１２０億　１，４５８万　８千円

２　補正予算の主な内容 （単位:千円）

（１）総務課

①（新）県立学校オンライン授業環境整備事業

　ＩＣＴの活用による学びの充実を推進し、併せて災害等による臨時休業にあっても

学びの保障を図るため、オンライン授業に係る教員の研修環境等を整備するほか、オ

ンライン環境が整っていない生徒に対してＷｉ－Ｆｉルータを貸し出しができるよう

体制の整備を図る。

　※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当予定

②（新）私立高等学校学習環境改善事業

　新型コロナウイルス感染症の影響による臨時休業にために生じた学習の遅れを取り

戻すとともに、進路目標の達成に向けて生徒が学習に集中できる環境を整備するため、

高校３年生の普通教室に冷房設備を設置する経費を助成する。

・補助率　　県１／２

・対象施設　３校（聖霊高、国学館高、修英高）１２教室

　※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当予定

（２）幼保推進課

①（新）保育所等新型コロナウイルス感染症対策関連事業

　保育所等における新型コロナウイルス感染症対策の強化を図るため、マスクや消毒

液、空気清浄機などの購入及び対策を徹底するための職員研修の実施など、教育・保

育を行う上で必要な経費に助成する。

・補助率　　　　国１０／１０

・補助上限額　　５００千円（１施設当たり）

・補助対象施設　３７６施設

②私立幼稚園整備費補助金

　幼稚園、幼稚園型認定こども園における新型コロナウイルス感染症対策の強化を図

るため、マスクや消毒液、空気清浄機などの購入及び対策を徹底するための職員研修

の実施など、教育・保育を行う上で必要な経費に助成する。

・補助率　　　　国１０／１０

・補助上限額　　５００千円（１施設当たり）

・補助対象施設　３３施設

令和２年度７月補正予算の概要

3,244

9,750

188,000

16,500

現 計 予 算 額

今 回 補 正 額

補 正 後 の 予 算 額



（３）義務教育課

①（新）オンライン学習支援推進事業
（㊀8,488）

　学校におけるＩＣＴの活用を推進するとともに、新型コロナウイルス感染症の第２

波、第３波による再度の臨時休業に備えるため、児童生徒や教員がオンライン学習に

活用できるポータルサイトの構築や、オンライン授業の円滑な導入に向けた教員研修

を行う。

　※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当予定

②（新）児童生徒の学びの保障推進事業

　新型コロナウイルス感染症対策と児童生徒の学習保障の両立を図るため、学校の指

導体制の充実に必要な人的体制を整備する。

・小・中学校非常勤講師配置事業

　　夏季休業中に授業を実施する学校に配置されている非常勤講師に、当該期間中の

　報酬等を措置＜配置人数：１００人程度＞

・学習指導員配置事業

　　これまでの臨時休業による学習の遅れを取り戻すに当たり、児童生徒をきめ細か

　く支援する学習指導員を新たに配置＜配置人数：９０人程度＞

・スクール・サポート・スタッフ配置事業

　　校内の換気や消毒、健康観察の取りまとめなどの感染症対策をはじめ、感染症の

　影響により増加した教職員の業務を支援するスクール・サポート・スタッフを新た

　に配置＜配置人数：９０人程度＞

　※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当予定

（４）高校教育課

①ｅ－ＡＫＩＴＡ　ＩＣＴ学び推進プラン事業
（㊀1,567,626）

　思考力、判断力、表現力等を身に付け、社会を生き抜く力と高い志をもって秋田を

支える人材を育成するため、教育においてＩＣＴを基盤とした先端技術等の効果的な

活用を図ることができるよう、県立学校のＩＣＴ環境（１人１台タブレット端末等）

を整備する。

　※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当予定

（５）特別支援教育課

①教育的ニーズに応じた特別支援学校施設等整備事業

　障害のある児童生徒が１人１台端末を効果的に活用できるよう、一人一人に応じた

入出力装置を整備するほか、新型コロナウイルス感染症対策のため、引き続き特別支

援学校のスクールバスを増便し、乗車する児童生徒の少人数化を進める。

　※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当予定

8,488

108,445

1,567,626

71,690



（６）保健体育課

①（新）学校給食食材費補償事業

　令和２年３月２日から春休みまでの、県立学校の臨時休業に伴う給食の休止により

食材納入業者に生じた損失を補償する。

・補償対象　食材納入業者（パン、牛乳、米飯）

・補償割合　１０／１０（国３／４　県１／４）

②（新）全国大会代替地方大会開催支援事業

　部活動の全国大会の中止を受けて開催される地方大会の運営経費等の助成を行い、

開催を支援する。

・補助対象大会　県高体連主催：秋田県高等学校体育大会

　　　　　　　　県高野連主催：２０２０秋田県高等学校野球大会

　　　　　　　　　　　　　　　２０２０秋田県高等学校軟式野球大会

・補助対象経費　大会運営経費及び感染予防対策経費

※補足説明：財源について
（国庫負担金、国庫補助金、国庫委託金等）

一 般 財 源

263

国庫支出金
県 債

4,350



（単位：千円）

【歳出・主管課別】 ※補正予算内容説明書に記載の各課室所管全事業費合計

補正前予算額 (A) 今回補正額 (B) 補正後予算額　(A+B)

　　総務課 1,875,612 12,994 1,888,606 

　　総務課施設整備室 3,984,522 3,984,522 

　　教職員給与課 87,282,341 87,282,341 

　　幼保推進課 7,448,545 204,500 7,653,045 

　　義務教育課 842,378 116,933 959,311 

　　高校教育課 5,629,438 1,567,626 7,197,064 

　　特別支援教育課 1,039,593 71,690 1,111,283 

　　生涯学習課 897,145 897,145 

　　生涯学習課文化財保護室 336,158 336,158 

　　保健体育課 274,101 4,613 278,714 

　　福利課 426,399 426,399 

110,036,232 1,978,356 112,014,588 

【歳出・目的別】 ※教育委員会所管全事業費を行政目的別に分類

款 項 補正前予算額 (A) 今回補正額 (B) 補正後予算額　(A+B)

３ 民生費 6,686,999 188,000 6,874,999 

２ 児童福祉費 6,686,999 188,000 6,874,999 

10 教育費 103,339,233 1,790,356 105,129,589 

１ 教育総務費 16,398,860 146,427 16,545,287 

２ 小学校費 28,500,752 28,500,752 

３ 中学校費 19,827,496 19,827,496 

４ 高等学校費 25,518,297 1,567,626 27,085,923 

５ 特別支援学校費 10,133,735 71,690 10,205,425 

６ 社会教育費 2,605,327 2,605,327 

７ 保健体育費 354,766 4,613 359,379 

11 災害復旧費 10,000 10,000 

４ 文教施設災害復旧費 10,000 10,000 

110,036,232 1,978,356 112,014,588 

【歳出・性質別】 ※教育委員会所管全事業費を国が定める支出の性質別に分類

説明 補正前予算額 (A) 今回補正額 (B) 補正後予算額　(A+B)

職員給与費、委員、非常勤
職員報酬 等 89,445,504 99,602 89,545,106 

旅費、物品購入費、通信連
絡費、委託費、使用料　等 4,347,637 1,626,175 5,973,812 

扶 助 費
就学奨励費、奨学のための
給付金　等 2,506,182 2,506,182 

補 助 費 等
市町村・民間団体等への補
助金、謝礼金　等 9,035,780 218,976 9,254,756 

積 立 金 基金会計への積立金 312,105 312,105 

貸 付 金 貸付金 504 504 

11,854,571 218,976 12,073,547 

県有施設（教育機関、県立
学校等）の維持補修費 138,302 138,302 

国庫補助を伴う施設整備費
又は施設整備費補助金等 681,138 681,138 

県単独の施設整備費又は施
設整備費補助金等 3,559,080 33,603 3,592,683 

施設設備の災害復旧費 10,000 10,000 

110,036,232 1,978,356 112,014,588 

人件費

令和２年度教育委員会関係補正予算　現計予算との比較

区分

歳　出　合　計

歳　　出　　合　　計

区分

災害復旧事業費

歳　出　合　計

物件費

そ
の
他
行
政
経
費

小計

維持補修費

補助投資事業費

単独投資事業



一般会計 教育庁総務課

(単位：千円)

款 項 目 科 目 名 予 算 額 一 般
10     教育費                              12,994             12,994                         

  1   教育総務費                           12,994             12,994                         

    4 教育指導費                           3,244             3,244                         

                教育振興費 01 (新)県立学校オンライン授業 3,244             3,244 教員のオンライン授業等
                環境整備事業                                                  に係る研修機器の整備等

に要する経費

                                                                          
    5 教育助成費                           9,750             9,750                         

                教育助成費 01 (新)私立高等学校学習環境改 9,750             9,750 冷房設備設置への助成に
善事業 要する経費

                                                
                          12,994             12,994                         

                                                                                  

合計

  

令和 2年度補正予算内容説明書

番 号 財 源 内 訳

備 考事 業 名 特 定



一般会計 幼保推進課

(単位：千円)

款 項 目 科 目 名 予 算 額 一 般
3     民生費                              188,000 国 188,000                         

  2   児童福祉費                           188,000 国 188,000                         

    1 児童福祉総                           188,000 国 188,000                         
      務費                                                                                        

                保育振興事 01 (新)保育所等新型コロナウイ 188,000 国 188,000 保育所等におけるマスク
                業費 ルス感染症対策関連事業                                        購入等への助成に要する

る経費
                                                                          
                                                                          
10     教育費                              16,500 国 16,500                         

  1   教育総務費                           16,500 国 16,500                         

    5 教育助成費                           16,500 国 16,500                         

                私学振興費 01 私立幼稚園整備費補助金    16,500 国 16,500 幼稚園等におけるマスク
                                                                          購入等への助成に要する

る経費

                          204,500 国 204,500                         

                                                                                  

合計

  

令和 2年度補正予算内容説明書

番 号 財 源 内 訳

備 考事 業 名 特 定



一般会計 義務教育課

(単位：千円)

款 項 目 科 目 名 予 算 額 一 般
10     教育費                              116,933 国 34,266 82,655                         
                                                    諸 12                                   
                                                    計 34,278                                   

  1   教育総務費                           116,933 国 34,266 82,655                         
                                                    諸 12                                   
                                                    計 34,278                                   

    4 教育指導費                           116,933 国 34,266 82,655                         
                                                    諸 12                                   
                                                    計 34,278                                   

                学校指導費 01 (新)オンライン学習支援推進 8,488             8,488
                事業                                                          サイトの構築等に要する

経費

                02 (新)児童生徒の学びの保障推 108,445 国 34,266 74,167
                進事業                                  諸 12           　配置事業 7,972
                                                    計 34,278           
                                                                          67,506
                                                                          
                                                                          
                                                                          32,967

                          116,933 国 34,266 82,655                         
                                    諸 12                                   

計 34,278

                                                                      

令和 2年度補正予算内容説明書

番 号 財 源 内 訳

備 考事 業 名 特 定

  

  

オンライン学習ポータル

1.小・中学校非常勤講師

2.学習指導員配置事業

3.スクール・サポート・
　スタッフ配置事業

合計



一般会計 高校教育課

(単位：千円)

款 項 目 科 目 名 予 算 額 一 般
10     教育費                              1,567,626 1,567,626                         

  4   高等学校費                           1,567,626 1,567,626                         

    3 教育振興費                           1,567,626 1,567,626                         

                ｅ－ＡＫＩ 01 ｅ－ＡＫＩＴＡ　ＩＣＴ学び 1,567,626 1,567,626 県立学校生徒用１人１台
                ＴＡ　ＩＣ 推進プラン事業                                端末等の整備に要する経

Ｔ学び推進 費
プラン事業

                費                                               
                          1,567,626 1,567,626                         

                                                                                  

合計

  

令和 2年度補正予算内容説明書

番 号 財 源 内 訳

備 考事 業 名 特 定



一般会計 特別支援教育課

(単位：千円)

款 項 目 科 目 名 予 算 額 一 般
10     教育費                              71,690 国 5,532 66,158                         

  5   特別支援学                           71,690 国 5,532 66,158                         
校費      

                                                                                        
    2 特別支援学                           71,690 国 5,532 66,158                         

校管理費  

                                                                                        
                特別支援学 01 教育的ニーズに応じた特別支 71,690 国 5,532 66,158 1.特別支援学校スクール
                校運営費 援学校施設等整備事業                                      　バス整備事業 36,174

2.ＩＣＴ端末等導入推進
　事業 5,532

                                                                          3.特別支援学校スクール
                                                                          　バス感染症対策事業
                                                                          29,984

                          71,690 国 5,532 66,158                         

                                                                                  

合計

  

令和 2年度補正予算内容説明書

番 号 財 源 内 訳

備 考事 業 名 特 定



一般会計 保健体育課

(単位：千円)

款 項 目 科 目 名 予 算 額 一 般
10     教育費                              4,613 国 4,350 66                         
                                                    諸 197                                   
                                                    計 4,547                                   

  7   保健体育費                           4,613 国 4,350 66                         
                                                    諸 197                                   
                                                    計 4,547                                   

    1 保健体育総                           263 諸 197 66                         
      務費                                                                                        

                学校保健及 01 (新)学校給食食材費補償事業    263 諸 197 66 学校臨時休業に伴う学校
び学校給食 給食の休止により食材納
管理事業費 入業者に生じた損失の補

償に要する経費
                                                                          
    2 体育振興費                           4,350 国 4,350                         

                体育振興推 01 (新)全国大会代替地方大会開 4,350 国 4,350 部活動の全国大会の中止
                進事業費 催支援事業                                                    を受けて開催される地方
                                                                          大会の運営経費等の助成

に要する経費

                          4,613 国 4,350 66                         
                                    諸 197                                   
                                    計 4,547                                   

合計
  
  

令和 2年度補正予算内容説明書

番 号 財 源 内 訳

備 考事 業 名 特 定



令和２年

第１４回 教 育 委 員 会 会 議

議案（第２８号）

秋田県教育委員会



議案第２８号

県北地区・県南地区における「通級による指導」の実施について

次のとおり「通級による指導」を実施するものとする。

県北地区・県南地区における「通級による指導」の実施について（案）

令和２年８月６日提出

秋田県教育委員会教育長 安 田 浩 幸

理 由

県立高等学校における「通級による指導」実施要綱第４条の規定により、通

級指導教室の設置については県教育委員会の承認を得る必要がある。これが、

この議案を提出する理由である。



議案第２８号

令和２年８月６日

県北地区・県南地区における「通級による指導」の実施について（案）

秋田県教育委員会

平成２８年１２月に学校教育法施行規則の一部が改正されたことにより、高

等学校における「通級による指導」が制度化された。このことを受けて、本県

では、県立高等学校における「通級による指導」実施要綱を定め、平成３０年

４月１日から秋田県立秋田明徳館高等学校に通級指導教室を設置している。生

徒一人一人の教育的ニーズに即した適切な指導及び支援を提供する観点から、

県北地区、県南地区においても「通級による指導」を実施するものとする。

（１）令和３年４月１日から大館鳳鳴高等学校定時制及び横手高等学校定時制

で実施し、形態は自校通級とする。

（２）発達障害（ＬＤ、ＡＤＨＤ等）の生徒を対象とする。

（３）実施校では、県立高等学校における「通級による指導」実施要綱に基づ

き、学校全体で特別支援教育を推進する体制を整備し、通級指導教室の適

切な運営を行う。

（４）実施校では、「通級による指導」の教育課程を編成し、教職員間の緊密

な連携のもとに効果的な指導に努める。

（５）県教育委員会は、実施校に対して必要な指導助言を行うとともに、「通

級による指導」を担当する教員に対する研修を行い、計画的な人材育成に

努める。

（６）令和４年度以降の実施校や形態等については、県内のニーズを把握した

上で検討する。



議案第２８号参考資料

県立高等学校における「通級による指導」実施要綱

秋田県教育委員会

（趣旨）

第１条 この要綱は、平成２８年１２月９日付け２８文科初第１０３８号文部科学省初

等中等教育局長通知「学校教育法施行規則の一部を改正する省令等の公布につい

て」に基づき、秋田県立高等学校（以下「高等学校」という。）において「通級に

よる指導」を行う場合の取扱いに関して必要な事項を定める。

（通級による指導の定義）

第２条 「通級による指導」とは、高等学校に在籍する障害のある生徒で、障害の状態

の改善又は克服を目的とした指導の必要な者（以下「対象生徒」という。）に対し

て、高等学校における特別の指導の場（以下「通級指導教室」という。）で行う特

別の教育課程による指導（以下「特別の指導」という。）をいう。

（対象生徒）

第３条 前条に規定する対象生徒とは、発達障害（ＬＤ、ＡＤＨＤ等）がある生徒をい

う。この場合において、その具体的な判断は、平成２５年１０月４日付け２５文

科初第７５６号文部科学省初等中等教育局長通知「障害のある児童生徒等に対す

る早期から一貫した支援について」に定めるところによる。

２ 通級を受ける生徒（以下「通級生徒」という。）は、高等学校の校内委員会等に

おける検討を経て、校長が決定する。

（通級指導教室の設置）

第４条 通級指導教室の設置については、県教育委員会が定める。

（通級による指導の形態）

第５条 「通級による指導」の形態は、次によるものとする。

（１）自校に設置されている通級指導教室で指導する（自校通級）。

（２）他校に設置されている通級指導教室で指導する（他校通級）。

第６条 通級指導教室設置校（以下「設置校」という。）の校長は、前条の規定にかかわ

らず、特別な事情がある場合は、通級による指導の担当教員（以下「通級担当教

員」という。）を、「通級による指導」を実施する他の高等学校へ派遣して指導さ

せる（以下「巡回指導」という。）ことができる。

２ 前項の規定により巡回指導を行う通級担当教員は、通級による指導の兼務又は

兼業の発令を受けて業務に従事する。

（通級による指導の実施）

第７条 設置校の校長は、通級指導教室の運営方針を作成し、学校全体の特別支援教育

推進体制を整備するとともに、全職員の協力のもと通級指導教室を適切に運営す

る。



第８条 設置校の校長は、通級生徒の決定、指導の開始、終了及び中止についての対応

を適切に行う。

２ 通級生徒の指導の開始、終了及び中止に係る文書については、当該生徒が在籍

する高等学校（以下「在籍校」という。）の校長が管理するとともに、教育委員会

に届け出ること。

第９条 「通級による指導」を実施する際は、「個別の支援計画」及び「個別の指導計画」

を作成し、本人・保護者の同意のもとに、効果的な指導を行う。

（教育課程）

第10条 「通級による指導」は、学校教育法施行規則第１４０条に規定する「特別の教

育課程」によるものとする。

第11条 在籍校の校長は、通級生徒に係る特別の指導を、在籍校における当該生徒の教

育課程に加え、又はその一部に替えることができる。

第12条 在籍校の校長は、通級生徒が、他の高等学校の通級指導教室において受けた授

業を、在籍校における特別の教育課程に係る授業と見なすことができる。

第13条 在籍校の校長は、通級指導教室の教育課程を編成し、教育長に届け出る。

（指導内容）

第14条 「通級による指導」は、障害による学習上又は生活上の困難を改善し、又は克

服する事を目的とする指導（特別支援学校における自立活動に相当する指導）と

し、特に必要があるときは、障害の状態に応じて各教科の内容を取り扱いながら

行うことができるものとする。

第15条 「通級による指導」の時数は、年間３５時間を１単位とし、年間７単位を超え

ない範囲で卒業認定単位に含めることができる。

２ 通級生徒に係る週当たり授業時数は、当該生徒の障害の状態を十分に考慮して

負担過重にならないよう配慮する。

（通級担当教員の指導時間）

第16条 実施校の校長は、通級担当教員の指導時間を適切に定める。

（指導要録）

第17条 在籍校の校長は、通級生徒に係る指導要録を管理する。

２ 指導要録には、通級による指導の授業時数、指導期間、指導の内容や修得した

単位数を「総合的所見及び指導上参考となる諸事項」等に記入する。

（附則）

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。



令和２年

第１４回 教 育 委 員 会 会 議

議案（第２９号）

秋田県教育委員会



議案第２９号

令和３年度秋田県立中学校教科用図書の採択について

次のとおり令和３年度秋田県立中学校教科用図書を採択するものとする。

令和３年度使用県立中学校教科用図書採択（案）

（別添）

令和２年８月６日提出

秋田県教育委員会教育長 安 田 浩 幸

理 由

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２３条第１項第６号の規定によ

り、令和３年度の秋田県立中学校教科用図書を採択する必要がある。これが、

この議案を提出する理由である。



令 和 ３ 年 度 使 用
県立中学校教科用図書採択（案）

（令和３年度～６年度使用教科用図書）

大館国際情報学院中学校

秋田南高等学校中等部

横 手 清 陵 学 院 中 学 校

高 校 教 育 課



令和３年度使用中学校教科用図書採択案

採択地区名 大館国際情報学院中学校

種 目 発行者略称

１ 国 語 光 村

２ 書 写 光 村

３ 社会（地理的分野） 東 書

４ 社会（歴史的分野） 東 書

５ 社会（公民的分野） 東 書

６ 地 図 帝 国

７ 数 学 東 書

８ 理 科 東 書

９ 音楽（一般） 教 出

１０ 音楽（器楽） 教 出

１１ 美 術 日 文

１２ 保 健 体 育 学 研

１３ 技術･家庭（技術分野） 開隆堂

１４ 技術･家庭（家庭分野） 開隆堂

１５ 英 語 東 書

１６ 道 徳 光 村



令和３年度使用中学校教科用図書採択案

採択地区名 秋田南高等学校中等部

種 目 発行者略称

１ 国 語 光 村

２ 書 写 光 村

３ 社会（地理的分野） 東 書

４ 社会（歴史的分野） 東 書

５ 社会（公民的分野） 東 書

６ 地 図 帝 国

７ 数 学 啓林館

８ 理 科 東 書

９ 音楽（一般） 教 芸

１０ 音楽（器楽） 教 芸

１１ 美 術 光 村

１２ 保 健 体 育 大修館

１３ 技術･家庭（技術分野） 開隆堂

１４ 技術･家庭（家庭分野） 開隆堂

１５ 英 語 東 書

１６ 道 徳 東 書



令和３年度使用中学校教科用図書採択案

採択地区名 横手清陵学院中学校

種 目 発行者略称

１ 国 語 光 村

２ 書 写 東 書

３ 社会（地理的分野） 東 書

４ 社会（歴史的分野） 東 書

５ 社会（公民的分野） 東 書

６ 地 図 帝 国

７ 数 学 東 書

８ 理 科 東 書

９ 音楽（一般） 教 芸

１０ 音楽（器楽） 教 芸

１１ 美 術 開隆堂

１２ 保 健 体 育 東 書

１３ 技術･家庭（技術分野） 開隆堂

１４ 技術･家庭（家庭分野） 開隆堂

１５ 英 語 東 書

１６ 道 徳 廣あかつき



秋田県立大館国際情報学院中学校教科用図書の採択

H28～R2*使用 R3～R6使用希望

種 目 発行者略称 発行者略称

１ 国 語 光 村 光 村

２ 書 写 光 村 光 村

３ 社会（地理的分野） 東 書 東 書

４ 社会（歴史的分野） 東 書 東 書

５ 社会（公民的分野） 東 書 東 書

６ 地 図 帝 国 帝 国

７ 数 学 東 書 東 書

８ 理 科 東 書 東 書

９ 音楽（一般） 教 出 教 出

１０ 音楽（器楽） 教 出 教 出

１１ 美 術 開隆堂 日 文

１２ 保 健 体 育 学 研 学 研

１３ 技術･家庭（技術分野） 開隆堂 開隆堂

１４ 技術･家庭（家庭分野） 開隆堂 開隆堂

１５ 英 語 東 書 東 書

１６ 道 徳
※

学 研 光 村

＊ 教科書の採択は、法令に基づき原則４年ごとに行われ、中学校では平成３１（令和元）年度に採択が行われ

ている。その際、新学習指導要領が令和３年度から全面実施となるため、教科用図書を変更した場合、現行学

習指導要領では一年限りの使用となってしまうことから、３校とも教科用図書の変更を希望しなかった。

※ 道徳の特別教科化に伴い、教科用図書が平成３０年度に採択され、平成３１（令和元）年度から使用されて

いる。令和３年度からの新学習指導要領実施に向け、他教科同様、令和２年度に教科用図書の採択が行われ、

以降４年ごとの採択となる。



秋田県立秋田南高等学校中等部教科用図書の採択

H28～R2*使用 R3～R6使用希望

種 目 発行者略称 発行者略称

１ 国 語 光 村 光 村

２ 書 写 光 村 光 村

３ 社会（地理的分野） 東 書 東 書

４ 社会（歴史的分野） 東 書 東 書

５ 社会（公民的分野） 東 書 東 書

６ 地 図 帝 国 帝 国

７ 数 学 啓林館 啓林館

８ 理 科 東 書 東 書

９ 音楽（一般） 教 芸 教 芸

１０ 音楽（器楽） 教 芸 教 芸

１１ 美 術 光 村 光 村

１２ 保 健 体 育 大修館 大修館

１３ 技術･家庭（技術分野） 開隆堂 開隆堂

１４ 技術･家庭（家庭分野） 開隆堂 開隆堂

１５ 英 語 東 書 東 書

１６ 道 徳
※

東 書 東 書

＊ 教科書の採択は、法令に基づき原則４年ごとに行われ、中学校では平成３１（令和元）年度に採択が行われ

ている。その際、新学習指導要領が令和３年度から全面実施となるため、教科用図書を変更した場合、現行学

習指導要領では一年限りの使用となってしまうことから、３校とも教科用図書の変更を希望しなかった。

※ 道徳の特別教科化に伴い、教科用図書が平成３０年度に採択され、平成３１（令和元）年度から使用されて

いる。令和３年度からの新学習指導要領実施に向け、他教科同様、令和２年度に教科用図書の採択が行われ、

以降４年ごとの採択となる。



秋田県立横手清陵学院中学校教科用図書の採択

H28～R2*使用 R3～R6使用希望

種 目 発行者略称 発行者略称

１ 国 語 光 村 光 村

２ 書 写 東 書 東 書

３ 社会（地理的分野） 東 書 東 書

４ 社会（歴史的分野） 東 書 東 書

５ 社会（公民的分野） 東 書 東 書

６ 地 図 帝 国 帝 国

７ 数 学 東 書 東 書

８ 理 科 東 書 東 書

９ 音楽（一般） 教 芸 教 芸

１０ 音楽（器楽） 教 芸 教 芸

１１ 美 術 光 村 開隆堂

１２ 保 健 体 育 大修館 東 書

１３ 技術･家庭（技術分野） 開隆堂 開隆堂

１４ 技術･家庭（家庭分野） 開隆堂 開隆堂

１５ 英 語 東 書 東 書

１６ 道 徳
※

廣あかつき 廣あかつき

＊ 教科書の採択は、法令に基づき原則４年ごとに行われ、中学校では平成３１（令和元）年度に採択が行われ

ている。その際、新学習指導要領が令和３年度から全面実施となるため、教科用図書を変更した場合、現行学

習指導要領では一年限りの使用となってしまうことから、３校とも教科用図書の変更を希望しなかった。

※ 道徳の特別教科化に伴い、教科用図書が平成３０年度に採択され、平成３１（令和元）年度から使用されて

いる。令和３年度からの新学習指導要領実施に向け、他教科同様、令和２年度に教科用図書の採択が行われ、

以降４年ごとの採択となる。



県立中学校使用教科用図書採択のための組織及び手続きの流れ

県 教 育 委 員 会

（採択方針）

（審 査）

諮問 （決 定） ８月６日（木）

教科用図書

選定審議会 県立中学校教科用図書委員会 ７月１７日（金）

答申

（調査・研究・報告）

採択希望 指導・助言

７月７日（火）まで

中学校教科用図書採択資料

（６月２９日(月)送付）

県立中学校

教科用図書調査研究委員会

各教科調査委員

主な根拠法令

・定義 無償措置法第２条

・採択の権限

地教行法第23条第６号「教育委員会は…次に掲げるものを管理し、及び執行する。

六 教科書その他の教材の取扱に関すること」

発行法第７条第１項

・採択の方法等、採択の時期

地教行法第48条

無償措置法第10条、第11条、第13条、第14条、第16条、第17条

無償措置法施行令第８条～第11条、第13条、第14条

発行法第４条、第５条、第６条


